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物品役務等の名称及び数量 契約締結日
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及び
理由（企画競争又は公募）

予定価格
(消費税及び地方

消費税含む)

契約金額
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方消費税含む)

落札率
（％）

再就職
の役員
の数

備考

自動車検査場賃貸借契約（上越） 令和5年4月3日

（財）新潟県自動車整備振興会
新潟県新潟市中央区東出来島１２－
６

（法人番号：7110005000044）

　本案件は、令和５年度において国と独立行政法人自動
車技術総合機構が出張して行う自動車検査業務に使用す
る土地、建物及び検査機器に係る賃貸借契約を締結する
ものである。
　選定にあたり、土地、建物及び検査機器に関して必要な
要件を満たす者は上記のほかいない。また、令和５年２月９
日から３月２日まで参加者の有無を確認する公募手続きを
行ったところ、参加意志確認書の提出がなかったことから、
会計法第２９条の３第４項の｢契約の性質又は目的が競争
を許さない場合｣に該当するので､随意契約により実施し
た。

2,378,648 2,378,648 100.0% - 単価契約

自動車検査場賃貸借契約（上田） 令和5年4月3日

（財）上田自動車協会
長野県上田市大字住吉字諏訪田６５

（法人番号：1100005010818）

　本案件は、令和５年度において国と独立行政法人自動
車技術総合機構が出張して行う自動車検査業務に使用す
る土地、建物及び検査機器に係る賃貸借契約を締結する
ものである。
　選定にあたり、土地、建物及び検査機器に関して必要な
要件を満たす者は上記のほかいない。また、令和５年２月９
日から３月２日まで参加者の有無を確認する公募手続きを
行ったところ、参加意志確認書の提出がなかったことから、
会計法第２９条の３第４項の｢契約の性質又は目的が競争
を許さない場合｣に該当するので､随意契約により実施し
た。

991,496 991,496 100.0% - 単価契約

自動車検査場賃貸借契約（佐久） 令和5年4月3日

（財）佐久自動車協会
長野県佐久市大字中込３３８７番地１

（法人番号：5100005010764）

　本案件は、令和５年度において国と独立行政法人自動
車技術総合機構が出張して行う自動車検査業務に使用す
る土地、建物及び検査機器に係る賃貸借契約を締結する
ものである。
　選定にあたり、土地、建物及び検査機器に関して必要な
要件を満たす者は上記のほかいない。また、令和５年２月９
日から３月２日まで参加者の有無を確認する公募手続きを
行ったところ、参加意志確認書の提出がなかったことから、
会計法第２９条の３第４項の｢契約の性質又は目的が競争
を許さない場合｣に該当するので､随意契約により実施し
た。

1,199,498 1,199,498 100.0% － 単価契約

令和５年度持続可能性を核とした日本ならでは
の世界的価値の創出
「金沢能登広域での新たなサステナブル観光コ
ンテンツ強化事業」～食文化ツーリズム開発～

令和5年7月4日

（株）計画情報研究所
石川県金沢市駅西本町２丁目10番６
号

（法人番号：1220001002575）

　本事業では、金沢市と能登地域が広域的に連携し、欧米
豪のモダンラグジュアリー層をターゲットとし、地域の自然・
文化・歴史等の多様な要素から成り立つ食文化を軸に、サ
ステナブルな観光コンテンツの造成や新たな魅力あるモデ
ルルートの造成を行い、販路形成に向けた体制を構築す
る。
　本事業を適切に実施するには、上記事業目的を理解す
るとともに、当該業務の提携内容、実施体制とも当局の要
望を満たし、本事業を円滑かつ確実に実施する能力が必
要である。
　左記法人は、「企画競争実施要領」に基づき、企画公募
を行い、令和５年６月２１日の企画競争委員会により、最適
な者として最も高い評価を受けて選定された法人である。こ
れは会計法第２９条の３第４項、予算決算及び会計令第１０
２条の４第３号の「契約の性質又は目的が競争を許さない
場合」に該当するので、随意契約により実施した。

7,499,250 7,499,250 100.0% -

令和５年度　訪日外国人旅行者受入環境整備
緊急対策事業（実証事業）
「Go Nature,Go NAGANOを支えるリコメンドガ
イド養成事業」

令和5年7月11日

（株）ＪＴＢ　長野支店
長野県長野市南千歳1-12-7 新正
和ビル1階

（法人番号：8010701012863）

　本事業では、長野県内を活動範囲とするガイドを対象に
WMA野外災害救急法やLeave　No　Traceのスキルを身に
着ける研修等を行い、長野県が自信をもってお勧めする
「リコメンドガイド」の育成と積極的な手配事業者とガイド間
連携による受入体制の強化を目指すための実証事業を行
う。
　本事業を適切に実施するには、上記事業目的を理解す
るとともに、当該業務の提携内容、実施体制とも当局の要
望を満たし、本事業円滑かつ確実に実施する能力が必要
である。
　左記法人は、「企画競争実施要領」に基づき、企画公募
を行い、令和５年７月３日の企画競争委員会により、最適な
者として最も高い評価を受けて選定された法人である。こ
れは会計法第２９条の３第４項、予算決算及び会計令第１０
２条の４第３号の「契約の性質又は目的が競争を許さない
場合」に該当するので、随意契約により実施した。

13,000,000 13,000,000 100.0% －

令和５年度訪日外国人旅行者受入環境整備緊
急対策事業（実証事業）
「公共交通機関空白地帯へのネイチャー・ライ
ナーの運行による新規コンテンツ造成に向けた
実証事業」

令和5年7月26日

（株）ＪＴＢ総合研究所
東京都品川区東品川2-3-14 東京フ
ロントテラス7階

（法人番号：9010001074645）

　新型コロナウイルス感染禍を経て、密でない自然に親し
む旅・アドベンチャーツーリズムへのニーズが高まるなか、
自然が豊かな新潟県にはそのニーズを満たす新規コンテ
ンツを造成しうる環境がある。その一方で、①自然が豊かな
エリアでの駐車スペース・地理的条件や道路状況による安
全面の課題、②商品化にかかる潜在需要が顕在需要にな
りうるのかの不確実性により、関係事業者が本格的な商品
化・サービスの実業化に乗り出せておらず消費拡大の機会
を逸している状況がある。本事業では、①②の課題解決を
図るため、宿泊施設等発の新アクセス設定の実証実験を
行い、実際のニーズを把握し、新潟県全域でのサービス事
業化の可能性を検証する。
　本事業を適切に実施するには、上記事業目的を理解す
るとともに、当該業務の提携内容、実施体制とも当局の要
望を満たし、本事業を円滑かつ確実に実施する能力が必
要である。
　左記法人は、「企画競争実施要領」に基づき、企画公募
を行い、令和５年７月１０日の企画競争委員会により、最適
な者として最も高い評価を受けて選定された法人である。こ
れは会計法第２９条の３第４項、予算決算及び会計令第１０
２条の４第３号の「契約の性質又は目的が競争を許さない
場合」に該当するので、随意契約により実施した。

11,997,480 11,997,480 100.0% -

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）

契約担当官等の氏名並びにその所属する部局の名称及び所在地
　　支出負担行為担当官　北陸信越運輸局長　佐橋　真人
　　北陸信越運輸局　新潟市中央区美咲町１丁目２－１
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（別紙様式４）

物品役務等の名称及び数量 契約締結日
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及び
理由（企画競争又は公募）

予定価格
(消費税及び地方

消費税含む)

契約金額
(消費税及び地
方消費税含む)

落札率
（％）

再就職
の役員
の数

備考

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）

契約担当官等の氏名並びにその所属する部局の名称及び所在地
　　支出負担行為担当官　北陸信越運輸局長　佐橋　真人
　　北陸信越運輸局　新潟市中央区美咲町１丁目２－１

令和５年度観光地域動向調査事業
「長岡市におけるインバウンド動向調査」

令和5年7月28日

（株）ケー・シー・エス　北陸支社
新潟県新潟市東区紫竹７丁目２７番
３５号

（法人番号：3011101040658）

　本事業は、地域に根付いた観光資源が集積する長岡市
山古志・蓬平・摂田屋エリアを主とする地域において、外国
人観光客の誘客促進に向けた施策検討に必要な基礎資
料を得ることを目的に実施するものである。
　本事業を適切に実施するには、上記事業目的を理解す
るとともに、当該業務の提携内容、実施体制とも当局の要
望を満たし、本事業を円滑かつ確実に実施する能力が必
要である。
　左記法人は、「企画競争実施要領」に基づき、企画公募
を行い、令和５年６月29日の企画競争委員会により、最適
な者として最も高い評価を受けて選定された法人である。こ
れは会計法第２９条の３第４項、予算決算及び会計令第１０
２条の４第３号の「契約の性質又は目的が競争を許さない
場合」に該当するので、随意契約により実施した。

1,486,122 1,486,122 100.0% －

令和５年度将来にわたって旅行者を惹きつける
地域・日本の新たなレガシー形成事業
中山道木曽路ルネッサンス事業～歩いて、泊
まって、体験する「歴史と文化の街道再生」～

令和5年9月28日

特定非営利活動法人　SCOP
長野県松本市中央２丁目３番１７号

（法人番号：6100005006299）

　本事業は、中山道木曽路の街道再整備を進め、宿場町
の再生と連携を図ることにより、将来にわたって持続可能な
生活が営み続けられるよう、レガシー形成に必要となる資
源の抽出、基礎資料及び検討課題の整理を行い、100年
後も輝き続けるレガシーを形成すべく、満足度の高い地域
の戦略プランの策定を行うことを行うことを目的とする。
　本事業を適切に実施するには、上記事業目的を理解す
るとともに、当該業務の提携内容、実施体制とも当局の要
望を満たし、本事業円滑かつ確実に実施する能力が必要
である。
　左記法人は、「企画競争実施要領」に基づき、企画公募
を行い、令和５年９月８日の企画競争委員会により、最適な
者として最も高い評価を受けて選定された法人である。こ
れは会計法第２９条の３第４項、予算決算及び会計令第１０
２条の４第３号の「契約の性質又は目的が競争を許さない
場合」に該当するので、随意契約により実施した。

9,460,000 9,460,000 100.0% －

令和５年度将来にわたって旅行者を惹きつける
地域・日本の新たなレガシー形成事業
「戦国最強の武将「上杉謙信公」の魂が眠る戦
国最強の山城「春日山城」の復元実現可能性
調査」

令和5年10月20日

（株）グリーンシグマ
新潟県新潟市西区坂井700番地1

（法人番号：3110001001768）

　コロナ禍を経て、観光に対するニーズの多様化・旅行スタ
イルの変化や、インバウンド需要回復が見込まれる中、これ
らの需要に対応可能な観光施策を展開していくにあたり、
2030年に生誕500年を迎える上杉謙信公と春日山城を上
越市のレガシーとし、また、全国屈指の規模を誇る本物の
山城の姿を復元することで、その貴重な歴史的価値の「保
存」と、旅行者に感動を与えるための「活用」を共に推進し
ていくべく、本事業において各種課題の抽出、基礎資料及
び検討課題の整理を行い、地域と連携しつつレガシー形
成に関する実現可能性調査（FS調査※）を行い、満足度の
高い地域の観光施策プランの作成を行うことを目的として
いる。
　本事業を適切に実施するには、上記事業目的を理解す
るとともに、当該業務の提携内容、実施体制とも当局の要
望を満たし、本事業を円滑かつ確実に実施する能力が必
要である。
　左記法人は、「企画競争実施要領」に基づき、企画公募
を行い、令和５年9月29日の企画競争委員会により、最適
な者として最も高い評価を受けて選定された法人である。こ
れは会計法第２９条の３第４項、予算決算及び会計令第１０
２条の４第３号の「契約の性質又は目的が競争を許さない
場合」に該当するので、随意契約により実施した。

9,460,000 9,460,000 100.0% －

令和５年度 DMO意見交換会の開催支援業務 令和5年10月25日

（株）ケー・シー・エス　北陸支社
新潟県新潟市東区紫竹７丁目２７番
３５号

（法人番号：3011101040658）

　運輸局ではDMOの形成・確立を促進し、各地域におい
て成果のある具体的な取組が加速されることを目指し、各
法人間及び運輸局とのネットワーク化の促進、各法人の取
組状況の把握及びそれをふまえた適切な情報提供や助
言、要望や課題の聴取及びそれに対する対応等を行うこと
を目的とし、毎年度DMO意見交換会を実施している。
　本事業を適切に実施するには、上記事業目的を理解す
るとともに、当該業務の提携内容、実施体制とも当局の要
望を満たし、本事業を円滑かつ確実に実施する能力が必
要である。
　左記法人は、「企画競争実施要領」に基づき、企画公募
を行い、令和５年９月29日の企画競争委員会により、最適
な者として最も高い評価を受けて選定された法人である。こ
れは会計法第２９条の３第４項、予算決算及び会計令第１０
２条の４第３号の「契約の性質又は目的が競争を許さない
場合」に該当するので、随意契約により実施した。

1,298,000 1,298,000 100.0% －

令和５年度地域公共交通の「リ・デザイン」に必
要となる人材育成に関する基礎調査等業務

令和6年1月12日

エヌシーイー（株）
新潟県新潟市中央区美咲町１丁目７
番２５号

（法人番号：9110001001465）

　地方運輸局（行政）として、地域一体となって「リ・デザイ
ン」を進めるためには、協議会等の場において、地域交通
に関する広い視野から必要な情報提供や適切な助言を行
う等し、地域において積極的な議論が交わされるよう、より
一層関与していくこと等が必要であるが、国の法制度の枠
組みを踏まえて対応する行政としての立場の難しさがあ
る。
　また、交通事業者において、地域公共交通の利便性・持
続可能性・生産性を向上していくためには、行政等と連携
し、まちづくりと一体となった「リ・デザイン」を進めていくこ
と、さらに、交通事業者自ら、積極的にサービス水準向上
や運行効率化を行う等の経営努力をより一層進めていくこ
とが重要となっているが、現状、交通事業者における地方
公共団体等への関わり方は希薄であり、また保有する交通
データを活用し運行効率化や利用活性化につなげられて
いない等という課題がある。
　本業務では、地方運輸局の交通政策担当者及び交通事
業者において、それぞれ身に付けるべき素養や知識等の
整理し、それら素養や知識等を習得するための研修会の
企画を目的として実施するものである。
　本事業を適切に実施するには、上記事業目的を理解す
るとともに、当該業務の提携内容、実施体制とも当局の要
望を満たし、本事業円滑かつ確実に実施する能力が必要
である。
　左記法人は、「企画競争実施要領」に基づき、企画公募
を行い、令和５年12月22日の企画競争委員会により、最適
な者として最も高い評価を受けて選定された法人である。こ
れは会計法第２９条の３第４項、予算決算及び会計令第１０
２条の４第３号の「契約の性質又は目的が競争を許さない
場合」に該当するので、随意契約により実施した。

7,997,000 7,997,000 100.0% －
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